
 

 
                                   

－  － 
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平成 16 年 8 月期   個別財務諸表の概要          平成16年10月20日 
会 社 名  株式会社 創通エージェンシー     登録銘柄 

コ ー ド 番 号  ３７１１               本社所在都道府県  東京都 

（ＵＲＬ http://www.sotsu-ag.co.jp） 

代  表  者 役  職  名 代表取締役社長 
        氏    名 湯浅 昭博 
問い合わせ先 責任者役職名 執行役員 管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

        氏    名 出原 隆史    ＴＥＬ（03）3248－0311 

決算取締役会開催日  平成16年10月20日  中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日  平成16年11月25日  単元株制度採用の有無 無 

 

１．平成16年8月期の業績（平成15年9月1日～平成16年8月31日）   

(1) 経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

平成16年8月期 

平成15年8月期 

百万円   ％

9,737  （12.2）

8,681  （38.1）

百万円   ％

1,382  （△13.6）

1,600  （ 18.1）

百万円   ％

1,409  （△13.7）

1,632  （ 17.0）

 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

平成16年8月期 

平成15年8月期 

百万円   ％ 

754  （△13.1） 

867  （ 18.5） 

円  銭

16,396 38

21,130 52

円  銭

――― 

――― 

％

 9.6 

12.8 

％ 

14.3 

18.9 

％

14.5 

18.8 

(注)①期中平均株式数    平成16年8月期  44,000株  平成15年8月期  39,508株 

②会計処理の方法の変更   無 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

平成16年8月期 

平成15年8月期 

円  銭

2,000 00

2,000 00

円  銭 

――― 

――― 

円  銭

2,000 00

2,000 00

百万円

88 

88 

％ 

12.2 

 9.5 

％

1.1 

1.2 

(注)平成15年8月期期末配当金の内訳 上場記念配当金1,000円を含んでおります。 

 

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

平成16年8月期 

平成15年8月期 

百万円 

10,046 

 9,732 

百万円

8,201 

7,550 

％ 

81.6 

77.6 

円   銭

185,653  37 

170,853  43 

(注)①期末発行済株式数  平成16年8月期  44,000株  平成15年8月期  44,000株 

②期末自己株式数   平成16年8月期    －株  平成15年8月期    －株 

 

２．平成17年8月期の業績予想（平成16年9月1日～平成17年8月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中間期 

通 期 

百万円 

 5,100 

10,700 

百万円

 720 

1,575 

百万円

396 

866 

円 銭

――― 

――― 

円 銭 

――― 

2,000 00 

円 銭

――― 

2,000 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）18,931円82銭 

※この資料に記述されている将来に関する記述は、当社及び当社グループが本資料の発表日現在において入手可能な

情報から得られた判断に基づいており、リスク及び不確実性を包含しております。よって、実際の業績は、当社及び

当社グループの事業を取り巻く経済環境、市場動向、為替レートの変動等の様々な要因により、記述されている業績

見通しとは大きく異なる結果となり得ることをご承知おきください。 

 



 

－  － 
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６. 財務諸表等 

（1）【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成15年８月31日） 
当事業年度 

（平成16年８月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

増減 
（千円）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  3,421,109 3,924,869  503,760

２．受取手形 ※４ 405,872 255,880  △149,991

３．売掛金 ※２ 1,338,999 1,758,539  419,540

４．有価証券  602,819 4,975  △597,844

５．商品  391 2,835  2,443

６．前渡金  530,567 157,263  △373,303

７．前払費用  4,138 6,879  2,740

８．繰延税金資産  42,914 72,733  29,818

９．その他  7,022 4,135  △2,886

貸倒引当金  △1,744 △2,906  △1,162

流動資産合計  6,352,092 65.3 6,185,206 61.6 △166,885

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物  316,452 316,189   

減価償却累計額  173,182 143,269 181,079 135,110  △8,159

(2）車両運搬具  6,449 6,449   

減価償却累計額  3,856 2,593 4,683 1,766  △827

(3）工具器具備品  24,459 24,228   

減価償却累計額  13,196 11,263 15,954 8,273  △2,990

(4）土地  376,194 376,194  －

有形固定資産合計  533,321 5.5 521,344 5.2 △11,976

２．無形固定資産    

(1）電話加入権  947 947  －

無形固定資産合計  947 0.0 947 0.0 －

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  2,091,673 2,340,215  248,541

(2）関係会社株式  148,350 444,940  296,590

(3）出資金  345,759 300,512  △45,246

(4）長期前払費用  10,855 9,577  △1,277

(5）繰延税金資産  81,908 62,479  △19,429

(6）その他  172,880 182,209  9,329

貸倒引当金  △5,500 △1,400  4,100

投資その他の資産合計  2,845,926 29.2 3,338,534 33.2 492,608

固定資産合計  3,380,195 34.7 3,860,826 38.4 480,631

資産合計  9,732,288 100.0 10,046,033 100.0 313,745

    

 



 

－  － 
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前事業年度 

（平成15年８月31日） 
当事業年度 

（平成16年８月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

増減 
（千円）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  927,252 787,004  △140,247

２．未払金  41,298 11,432  △29,866

３．未払費用  2,589 4,425  1,836

４．未払法人税等  481,714 279,118  △202,595

５．前受金  31,500 1,050  △30,450

６．預り金  24,392 54,372  29,980

７．前受収益  － 1,680  1,680

８．賞与引当金  14,256 16,949  2,692

９．その他  30,282 32,341  2,058

流動負債合計  1,553,285 16.0 1,188,374 11.9 △364,911

Ⅱ 固定負債    

１．長期未払金  292,460 301,056  8,595

２．退職給付引当金  21,371 24,020  2,649

３．役員退職慰労引当金  314,620 322,095  7,475

４．その他  － 8,739  8,739

固定負債合計  628,451 6.4 655,911 6.5 27,459

負債合計  2,181,737 22.4 1,844,285 18.4 △337,452

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１ 414,750 4.3 414,750 4.1 －

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  391,240 391,240   

２．その他資本剰余金    

自己株式処分差益  107,507 107,507   

資本剰余金合計  498,747 5.1 498,747 5.0 －

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  30,000 30,000   

２．任意積立金    

別途積立金  5,500,000 6,250,000   

３．当期未処分利益  928,048 811,488   

利益剰余金合計  6,458,048 66.4 7,091,488 70.6 633,440

Ⅳ その他有価証券評価差額

金 
 179,005 1.8 196,761 1.9 17,756

資本合計  7,550,550 77.6 8,201,748 81.6 651,197

負債資本合計  9,732,288 100.0 10,046,033 100.0 313,745

    

 



 

－  － 
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（2）【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

増減 
（千円）

Ⅰ 売上高 ※１ 8,681,222 100.0 9,737,375 100.0 1,056,153

Ⅱ 売上原価  6,712,734 77.3 7,977,404 81.9 1,264,670

売上総利益  1,968,488 22.7 1,759,970 18.1 △208,517

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 368,482 4.2 377,211 3.9 8,729

営業利益  1,600,005 18.5 1,382,759 14.2 △217,246

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  811 368   

２．有価証券利息  28,811 10,264   

３．受取配当金  15,994 15,059   

４．受取家賃 ※１ － 19,885   

５．生命保険満期返戻金  18,650 －   

６．その他  3,771 68,039 0.7 683 46,262 0.5 △21,776

Ⅴ 営業外費用    

１．匿名組合投資損失  425 8,595   

２．新株発行費  986 －   

３．株式公開費用  31,171 －   

４．上場関連費用  2,556 35,139 0.4 10,523 19,119 0.2 △16,020

経常利益  1,632,905 18.8 1,409,902 14.5 △223,002

Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却益  180 －   

２．会員権売却益  － 309   

３．貸倒引当金戻入益  － 180 0.0 1,200 1,509 0.0 1,329

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※３ 1,235 －   

２．投資有価証券評価損  1,699 －   

３．会員権評価損  － 1,300   

４．入会金償却費  － 3,000   

５．貸倒引当金繰入額  1,400 4,335 0.0 － 4,300 0.0 △35

税引前当期純利益  1,628,750 18.8 1,407,112 14.5 △221,637

法人税、住民税及び事

業税 
 783,151 673,575   

法人税等調整額  △22,225 760,925 8.8 △20,903 652,671 6.7 △108,254

当期純利益  867,824 10.0 754,440 7.8 △113,383

前期繰越利益  60,223 57,048  △3,175

当期未処分利益  928,048 811,488  △116,559

    

 



 

－  － 
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（3）【売上原価明細書】 

  
前事業年度 

（自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

増減 
（千円）

Ⅰ 当期取扱仕入高  6,415,619 95.6 7,883,341 98.8 1,467,721 

Ⅱ 商品売上原価       

１．期首商品たな卸高  577  391  △185 

２．当期商品仕入高  296,928  96,506  △200,422 

 合計  297,506  96,898  △200,608 

３．期末商品たな卸高  391  2,835  2,443 

商品売上原価  297,114 4.4 94,063 1.2 △203,051 

売上原価  6,712,734 100.0 7,977,404 100.0 1,264,670 

       

 



 

－  － 

 

 

40

（4）【利益処分案】 

  
前事業年度 
（平成15年8月期） 

当事業年度 
（平成16年8月期） 

対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 
増減 
（千円）

Ⅰ 当期未処分利益   928,048  811,488 △116,559

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  88,000  88,000  －

２．取締役賞与金  33,000  33,000  －

３．任意積立金      

別途積立金  750,000 871,000 600,000 721,000 △150,000

Ⅲ 次期繰越利益   57,048  90,488 33,440

 

 

１株当たり配当金の内訳 

前事業年度 
（平成15年8月期） 

当事業年度 
（平成16年8月期） 

 

年間 中間 期末 年間 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普通株式 2,000 00 － 2,000 00 2,000 00 － 2,000 00

 （内訳）       

  普通配当 1,000 00 － 1,000 00 2,000 00 － 2,000 00

  上場記念配当 1,000 00 － 1,000 00 － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－  － 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 １．有価証券の評価基準及び

評価方法 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

同左 

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

 時価のあるもの 同左 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しておりま

す。 

 

 時価のないもの  

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

 

商品 商品 ２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

同左 

有形固定資産 有形固定資産 ３．固定資産の減価償却の方

法 定率法を採用しております。 

主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物         ３年～50年

車両運搬具         ６年

工具器具備品     ５年～10年

定率法を採用しております。 

主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物         ６年～50年

車両運搬具         ６年

工具器具備品     ３年～８年

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 ────── 

  支出時に全額費用として処理しており

ます。 

 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

賞与の支給見込額のうち当期に負担

すべき額を計上しております。 

同左 

 



 

－  － 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における自己都合要支給額の見

込額に基づき、当期末に発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職により支給する退職慰労

金に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

同左 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 ７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。 

同左 

 (2）自己株式及び法定準備金取崩等に関

する会計基準 

(2）    ────── 

  当事業年度から「自己株式及び法

定準備金の取崩等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成14

年2月21日 企業会計基準第1号）を

適用しております。これによる当事

業年度の損益に与える影響はありま

せん。 

 なお、財務諸表規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の資本の部については、改正後の財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

 

 (3）1株当たり当期純利益に関する会計

基準等 

(3）    ────── 

  当事業年度から「1株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成14年9月25日 企業

会計基準第2号）及び「1株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成14

年9月25日 企業会計基準適用指針第

4号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針の

適用に伴う影響については、（1株当

たり情報）注記事項に記載のとおり

であります。 

 



 

－  － 
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表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

────── （損益計算書） 

 前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示してお

りました「受取家賃」は、営業外収益の総額の100分の

10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期における「受取家賃」の金額は2,285千円

であります。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成15年８月31日） 

当事業年度 
（平成16年８月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．授権株式数及び発行済株式総数 
 
授権株式数   普通株式 156,000株

発行済株式総数 普通株式 44,000株
  

 
授権株式数   普通株式 156,000株

発行済株式総数 普通株式 44,000株
  

※２．      ────── ※２．関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 
    

流動資産  

売掛金（千円） 405,123 

  
 ３．配当制限  ３．配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産額が179,005

千円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

有価証券の時価評価により、純資産額が196,761

千円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

※４．期末日満期手形 ※４．      ────── 

期末日満期手形の会計処理については、当期の末

日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しております。期末日満期

手形の金額は、次のとおりであります。 

受取手形 31,630千円
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

（単位：千円） （単位：千円）

売上高 1,816,786
  

受取家賃 19,885
  

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は１％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は99％で

あります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は３％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は97％で

あります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

（単位：千円） （単位：千円）

役員報酬 45,750

給与手当 92,340

賞与 26,898

賞与引当金繰入額 14,256

退職給付費用 4,040

役員退職慰労引当金繰入額 21,660

法定福利費 21,926

減価償却費 10,807

支払報酬 29,040
  

役員報酬 50,580

給与手当 88,823

賞与 26,015

賞与引当金繰入額 16,949

退職給付費用 6,579

役員退職慰労引当金繰入額 7,475

賃借料 23,847

減価償却費 12,466

支払報酬 23,922
  

※３．固定資産除却損は、建物431千円及び工具器具備

品804千円であります。 

※３．       ────── 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

ソフトウェア   

（無形固定資産） 7,106 6,987 118
  

────── 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
 
１年内 118千円

１年超 －千円

 合計 118千円
  

────── 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 
 
支払リース料 1,421千円

減価償却費相当額 1,421千円
  

 
支払リース料 118千円

減価償却費相当額 118千円
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成14年９月１日 至 平成15年８月31日）及び当事業年度（自 平成15年９月１日 至 

平成16年８月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成15年８月31日） 

当事業年度 
（平成16年８月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円）

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,316

賞与引当金損金算入限度超過額 4,989

未払事業税否認 40,687

退職給付引当金損金算入限度超過額 7,133

役員退職慰労引当金否認 128,994

会員権評価損否認 9,227

固定資産評価損否認 41,879

投資有価証券評価損否認 12,964

その他 1,161

 繰延税金資産合計 249,354

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △124,531

 繰延税金資産の純額 124,823
  

繰延税金資産 

賞与引当金損金算入限度超過額 6,898

未払事業税否認 23,162

退職給付引当金損金算入限度超過額 8,852

役員退職慰労引当金否認 131,092

会員権評価損否認 2,037

固定資産評価損否認 41,573

投資有価証券評価損否認 12,869

その他 43,772

 繰延税金資産合計 270,258

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △135,045

 繰延税金資産の純額 135,212
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 
 
法定実効税率 42.00％

（調整） 

同族会社の留保金額に対する税額 4.17％

交際費等の永久差異 0.19％

税率変更による影響額 0.30％

その他 0.06％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.72％
  

 
法定実効税率 42.00％

（調整） 

同族会社の留保金額に対する税額 3.78％

交際費等の永久差異 0.29％

税率変更による影響額 0.18％

その他 0.13％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.38％
  

３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の金額の修正 

３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の金額の修正 

   「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年

法律第9号）が平成15年3月31日に公布されたことに

伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただ

し、平成16年9月1日以降解消が見込まれるものに限

る。）に使用した法定実効税率は、前事業年度は主

として42％、当事業年度は主として41％となりまし

た。 

   この結果、繰延税金資産（固定）の金額（繰延税

金負債（固定）の金額を控除した金額）が1,997千

円減少し、当事業年度に費用計上された法人税等調

整額が4,951千円、その他有価証券評価差額金が

2,954千円、それぞれ増加しております。 

   繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した

法定実効税率は、前事業年度は主として41％、当事

業年度は主として40.7％であり、当事業年度におけ

る税率の変更により、繰延税金資産の金額（繰延税

金負債の金額を控除した金額）が1,459千円減少

し、当事業年度に費用計上された法人税等調整額が

2,465千円、その他有価証券評価差額金が1,006千

円、それぞれ増加しております。 
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（１株当たり情報） 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

１株当たり純資産額 170,853円43銭 185,653円37銭 

１株当たり当期純利益 21,130円52銭 16,396円38銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、新株引受権付社債

等潜在株式がないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、新株引受権付社債

等潜在株式がないため記載しておりま

せん。 

 当事業年度から「1株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成14年9月25日 企業会計基準

第2号）及び「1株当たり当期純利益に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成14年9月25日 企業

会計基準適用指針第4号）を適用してお

ります。なお、同会計基準及び適用指

針を前事業年度に適用して算定した場

合の1株当たり情報については以下のと

おりとなります。 

 

  
１株当たり純資産額 31,187円62銭

１株当たり当期純利益 3,709円08銭
  

   

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、新株引受権付社債

の発行に伴う新株引受権残高がありま

すが、当社株式は非上場であり、かつ

店頭登録もしておりませんので、期中

平均株価が把握できないため記載して

おりません。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

 当社は、平成15年１月10日付で普通株式

５株を１株への併合を行っております。

なお、当該株式併合が前期首に行われた

と仮定した場合の前事業年度における１

株当たり情報については、以下のとおり

となります。 

 

  
１株当たり純資産額 156,938円12銭

１株当たり当期純利益 18,545円39銭
  

   

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、新株引受権付社債の発

行に伴う新株引受権残高がありますが、

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録

もしておりませんので、期中平均株価が

把握できないため記載しておりません。

 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当期純利益（千円） 867,824 754,440 

普通株主に帰属しない金額（千円） 33,000 33,000 

（うち利益処分による取締役賞与金） (33,000) (33,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 834,824 721,440 

期中平均株式数（株） 39,508 44,000 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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７. 役員の異動 

 （平成16年11月25日付） 

 

（1）代表者の異動 

  該当事項はありません。 

 

（2）その他の役員の異動 

１．新任取締役候補 

  取締役           青木 建彦 （現 プロデュース本部メディア部統括） 

２．新任監査役候補 

  常勤監査役         秋野 芳彦 （現 株式会社創美企画顧問） 

３．退任予定取締役 

    深森 俊和    （現 専務取締役 ライツ担当） 

４．退任予定監査役 

    鍋島 俊春    （現 常勤監査役） 

 

 


